
社会福祉法人緑生会現況報告書（令和2年4月1日現在） 別紙１

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称

(8)主たる事務所の住所

(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無

(12)従たる事務所の住所

(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

(15)法人の設立認可年月日 (16)法人の設立登記年月日

２．当該会計年度の初日における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3-6)評議員全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

～

３．当該会計年度の初日における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3-12)理事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

４．当該会計年度の初日における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3-6)監事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

５．前会計年度・当会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初日における職員の状況

(1)法人本部職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

(2)施設・事業所職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

７．前会計年度に実施した評議員会の状況

01 北海道 210 岩見沢市 01210 6430005006844 01 一般法人 01 運営中

社会福祉法人緑生会

北海道 岩見沢市 2条東15丁目2番地2

0126-25-4165 0126-25-3865 2 無

(3-1)評議員の氏名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所

轄庁からの再就職

状況

(3-5）他の社会福祉法人の評

議員・役員・職員との兼務状況

(3-7)前会計年度における評

議員会への出席回数
(3-2)評議員の職業

http://www.nogiku.org/ (14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ nogiku@vanilla.ocn.ne.jp

平成17年8月1日 平成17年8月11日

7名以上9名以内 7 0

民生委員・児童委員

渡辺　裕哉 H29.4.1 R3.6
2 無 2 無 1

管理者

R3.6
2 無 2 無 1

会社役員

青木　司 H29.4.1 R3.6
2 無 2 無 0

会社役員

小野寺　恵逸 H29.4.1 R3.6
2 無 2 無 1

会社員

遠藤　英雄 H29.4.1 R3.6
2 無 1 有 1

無

神田　康雄 H29.4.1

八木　昌黄 H29.4.1 R3.6
1 有 2 無 1

無

上田　ひとみ H29.4.1 R3.6
2 無 2 無 1

2 無

R1.6.18 R3.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも支給なし 1
木村　聡

3 その他理事 2 非常勤 令和1年6月18日 特定非営利活動法人理事長・会社役員・税理士

2 無

R1.6.18 R3.6 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 2 理事報酬のみ支給 3
野宮　浩平

1 理事長 令和1年6月18日 2 非常勤 令和1年6月18日 医師

(3-7)理事の

所轄庁からの

再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理

事と親族等特

殊関係にある

者の有無

(3-11)理事報酬等の支給形態

(3-13)前会

計年度におけ

る理事会への

出席回数

6名以上8名以下 6 2 特例無

(3-1)理事の氏名

(3-2)理事の役職(注)
(3-3)理事長への就任

年月日

(3-4)理事の

常勤・非常勤

(3-5)理事選任の評議

員会議決年月日
(3-6)理事の職業

7,200,000

2 無

R1.6.18 R3.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも支給なし 2
正木　努

3 その他理事 2 非常勤 令和1年6月18日 医療法人副理事長

2 無

R1.6.18 R3.6 3 施設の管理者 2 無 3 職員給与のみ支給 3
増田　三雄

2 業務執行理事 1 常勤 令和1年6月18日 施設長

2 無

R1.6.18 R3.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも支給なし 2
太田　博之

3 その他理事 2 非常勤 令和1年6月18日 市議会議員

1 有

R1.6.18 R3.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも支給なし 2
中村　正明

3 その他理事 1 常勤 令和1年6月18日 事務長

6 財務管理に識見を有する者（その他） 3

横山　孝博
特定非営利活動法人　岩見沢あかり家　施設長 2 無 令和1年6月18日

R1.6.18 R3.6 3 社会福祉事業に識見を有する者（その他） 3

(3-3)監事選任の評議

員会議決年月日

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況

(3-7)前会計年度にお

ける理事会への出席回

数

岩間　宏行
無職 2 無 令和1年6月18日

R1.6.18 R3.6

2 2 0

(3-1)監事の氏名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況

(注)「(3-2)理事の役職」のうち、「理事長」とは、社会福祉法45条の13第3項で規定する理事長(会長等の他の役職名を使用している法人がある。)である。

　　　「業務執行理事」とは、社会福祉法45条の16第2項第2号で規定する業務執行理事(常務理事等の他の役職名を使用している法人がある。)である。

(1-1)前会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(1-2)前会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）

(1-3)前年度

決算にかかる

定時評議員

会への出席の

有無

(2-1)当会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(2-2)当会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）

0 0

0 0 0

令和1年6月18日 6 4 2 平成30年度　計算書類及び財産目録の承認、理事6名・監事2名の選任、定款の一部変更

(1)評議員会ごとの評議

員会開催年月日

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監事・

会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査人

0.0 0.0

69 0 18

0.0 12.2
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(4)うち開催を省略した回数

８．前会計年度に実施した理事会の状況

(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度に実施した監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の氏名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき

　　　事項に対する対応

１０．前会計年度に実施した会計監査(会計監査人による監査に準ずる監査を含む)の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意見の区分

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

令和1年6月18日 6 4 2 平成30年度　計算書類及び財産目録の承認、理事6名・監事2名の選任、定款の一部変更

令和1年5月30日 4 2
平成30年度事業報告及び事業報告の附属明細書の承認、平成30年度計算書類及び計算書類の附属明細書・財産目録の承認、定款の一部変更、定時評議員会の招

集、理事6名・監事2名の候補者の決定

令和1年6月18日 5 2 理事長の選定、業務執行理事の選定

0

(1)理事会ごとの理事会

開催年月日

(2)理事会ごとの理事・監事

別の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事

令和1年10月29日 4 2 令和元年度補正予算（第1回）の承認、新型当座貸越契約の締結

令和2年3月23日 0 0
令和元年度補正予算（第2回）の承認、野宮浩平理事長の利益相反取引の承認、木村聡理事の利益相反取引の承認、令和2年度事業計画の承認、令和2年度事業予

算の承認

1

岩間　宏行

横山　孝博

無し

無し

ウ　延べ床面積

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）
（イ）修繕費合計額（円）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円）

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

001
社会福祉法

人　緑生会

02120301 老人デイサービス事業（認知症対応型） 老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業

北海道 岩見沢市 2条東１５丁目2-2 1 行政からの賃借等

イ大規模修繕

平成18年9月1日 90 32,044

ア建設費 平成18年8月10日 71,340,000 273,125,000 1,012,370,000 1,356,835,000 6,251.950
001

社会福祉法

人　緑生会

01030202 特別養護老人ホーム（介護福祉サービス） 特別養護老人ホーム　

北海道 岩見沢市 2条東１５丁目2-2 1 行政からの賃借等 3 自己所有

平成18年9月1日 10 3,325

ア建設費 平成18年8月10日 0 0 39,417,000 39,417,000 175.640
001

社会福祉法

人　緑生会

02120401 老人短期入所事業（短期入所生活介護） 老人短期入所事業

北海道 岩見沢市 2条東１５丁目2-2 1 行政からの賃借等 3 自己所有

0.000

イ大規模修繕

3 自己所有 平成18年9月1日 12 848

ア建設費 平成18年8月10日 0 0 0 0

0.000

イ大規模修繕

3 自己所有 平成18年9月1日 35 200

ア建設費 平成18年8月10日 0 0 0 0
001

社会福祉法

人　緑生会

06260301 （公益）居宅介護支援事業 居宅介護支援事業

北海道 岩見沢市 2条東１５丁目2-2 1 行政からの賃借等

イ大規模修繕

イ大規模修繕

平成18年9月1日 0 0

ア建設費 平成18年8月10日 0 0 0 0 0.000
001

社会福祉法

人　緑生会

00000001 本部経理区分 法人本部

北海道 岩見沢市 2条東１５丁目2-2 1 行政からの賃借等 3 自己所有

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員
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１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．地域における公益的な取組（地域公益事業(再掲)含む）

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況 （社会福祉充実残額算定シートを作成するまで編集することはできません） 

（1）社会福祉充実残額等の総額（円）

（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（4）社会福祉充実計画の実施期間 ～

１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組

　①任意事項の公表の有無

　　㋐事業報告

　　㋑財産目録

　　㋒事業計画書

　　㋓第三者評価結果

　　㋔苦情処理結果

　　㋕監事監査結果

　　㋖附属明細書

(2)前会計年度の報酬・補助金等の公費の状況

　①事業運営に係る公費（円）

　➁施設・設備に係る公費（円）

　③国庫補助金等特別積立金取崩累計額（円）

(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確立に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活用状況

　①実施者の区分

　➁実施者の氏名（法人の場合は法人名）

　③業務内容

　④費用［年額］（円）

(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況

　①所轄庁から求められた改善事項

　➁実施した改善内容

１５．その他

退職手当制度の加入状況等（複数回答可）

① 社会福祉施設職員等退職手当共済制度（(独)福祉医療機構）に加入

② 中小企業退職金共済制度（(独)勤労者退職金共済機構）に加入

③ 特定退職金共済制度（商工会議所）に加入

④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県民間社会福祉事業職員共済会等が行う民間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職手当制度に加入

⑤ その他の退職手当制度に加入（具体的に：●●●　　）

⑥ 法人独自で退職手当制度を整備

⑦ 退職手当制度には加入せず、退職給付引当金の積立も行っていない

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

地域における公益的な取

組⑦（地域住民に対する

福祉教育）

「紙おむつの正しい選び方・使い方」講習会 特別養護老人ホーム野菊　4階　音楽療法室

紙おむつの正しい選び方・使い方の講習会

地域における公益的な取

組⑤（既存事業の利用

料の減額・免除）

社会福祉法人による利用者負担軽減制度 特別養護老人ホーム野菊

社会福祉法人による利用者負担軽減制度

①取組類型コード分類

➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

地域における公益的な取

組⑨（その他）

夏祭り 特別養護老人ホーム野菊

利用者、家族、日頃お世話になっている地域の方々への感謝として、夏祭りを実施

0

0

0

0

0

0

2 無

357,574,941

0

0

施設名 直近の受審年度

1 有

1 有

1 有

2 無

2 無

1 有

0

0

0

無し

無し

職員を被保険者とする法人契約の生命保険に加入。

1 有

2 無

2 無

2 無

2 無

2 無
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社会福祉法人緑生会

第一号第一様式（第十七条第四項関係）

（単位：円）
予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

介護保険事業収入 478,192,578 -478,192,578
受取利息配当金収入 2,394 -2,394
その他の収入 1,222,782 -1,222,782
事業活動収入計（１） 0 479,417,754 -479,417,754
人件費支出 317,682,534 -317,682,534
事業費支出 70,525,806 -70,525,806
事務費支出 28,879,012 -28,879,012
利用者負担軽減額 291,909 -291,909
支払利息支出 7,357,119 -7,357,119
事業活動支出計（２） 0 424,736,380 -424,736,380

事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２） 0 54,681,374 -54,681,374
収

入
施設整備等収入計（４） 0 0 0

設備資金借入金元金償還支出 56,712,000 -56,712,000
施設整備等支出計（５） 0 56,712,000 -56,712,000

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）－（５） 0 -56,712,000 56,712,000
積立資産取崩収入 3,725,073 -3,725,073
その他の活動収入計（７） 0 3,725,073 -3,725,073
積立資産支出 4,334,478 -4,334,478
その他の活動による支出 3,564 -3,564
その他の活動支出計（８） 0 4,338,042 -4,338,042

その他の活動資金収支差額（９）＝（７）－（８） 0 -612,969 612,969
予備費支出（１０） 0

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０） 0 -2,643,595 2,643,595
前期末支払資金残高（１２） 153,089,865 -153,089,865
当期末支払資金残高（１１）＋（１２） 0 150,446,270 -150,446,270

法人単位資金収支計算書

（自）平成31年4月1日  （至）令和2年3月31日

勘定科目

事

業

活

動

に
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る

収

支

収

入

支

出
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設

整

備

等

に

よ

る

収

支

支

出

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

収

入

支

出
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社会福祉法人緑生会

第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

（単位：円）
当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

介護保険事業収益 478,192,578 467,174,608 11,017,970
経常経費寄附金収益 0 200,000 -200,000
サービス活動収益計（１） 478,192,578 467,374,608 10,817,970
人件費 318,109,534 310,761,021 7,348,513
事業費 70,525,806 71,983,838 -1,458,032
事務費 28,879,012 29,065,521 -186,509
利用者負担軽減額 291,909 288,044 3,865
減価償却費 49,447,920 51,884,377 -2,436,457
国庫補助金等特別積立金取崩額 -6,204,409 -6,204,409 0
サービス活動費用計（２） 461,049,772 457,778,392 3,271,380

サービス活動増減差額（３）＝（１）－（２） 17,142,806 9,596,216 7,546,590
受取利息配当金収益 2,394 2,428 -34
その他のサービス活動外収益 1,222,782 982,537 240,245
サービス活動外収益計（４） 1,225,176 984,965 240,211
支払利息 7,357,119 8,361,994 -1,004,875
サービス活動外費用計（５） 7,357,119 8,361,994 -1,004,875

サービス活動外増減差額（６）＝（４）－（５） -6,131,943 -7,377,029 1,245,086
経常増減差額（７）＝（３）＋（６） 11,010,863 2,219,187 8,791,676

収

益

特別収益計（８） 0
0

0

費

用

特別費用計（９） 0
0

0

特別増減差額（１０）＝（８）－（９） 0 0 0
当期活動増減差額（１１）＝（７）＋（１０） 11,010,863 2,219,187 8,791,676

前期繰越活動増減差額（１２） 208,225,024 206,005,837 2,219,187
当期末繰越活動増減差額（１３）＝（１１）＋（１２） 219,235,887 208,225,024 11,010,863
基本金取崩額（１４） 0 0 0
その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0
その他の積立金積立額（１６） 0 0 0
次期繰越活動増減差額（１７）＝（１３）＋（１４）＋（１５）－（１６） 219,235,887 208,225,024 11,010,863

法人単位事業活動計算書

（自）平成31年4月1日  （至）令和2年3月31日

勘定科目
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社会福祉法人緑生会

第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

（単位：円）

当年度末 前年度末 増減 当年度末 前年度末 増減

流動資産 176,389,893 185,887,700 -9,497,807 流動負債 34,886,623 41,313,835 -6,427,212
　現金預金 96,830,779 109,680,923 -12,850,144 　事業未払金 23,346,323 29,745,269 -6,398,946
　事業未収金 77,246,652 73,066,121 4,180,531 　職員預り金 2,597,300 3,052,566 -455,266
　貯蔵品 417,498 440,569 -23,071 　賞与引当金 8,943,000 8,516,000 427,000
　前払金 1,894,964 2,700,087 -805,123
固定資産 658,700,009 706,290,364 -47,590,355 固定負債 400,098,226 455,565,630 -55,467,404
基本財産 619,282,219 665,244,044 -45,961,825 　設備資金借入金 384,217,062 440,929,062 -56,712,000
　建物 609,282,219 655,244,044 -45,961,825 　退職給付引当金 15,881,164 14,636,568 1,244,596
　定期預金 10,000,000 10,000,000 0 負債の部合計 434,984,849 496,879,465 -61,894,616
その他の固定資産 39,417,790 41,046,320 -1,628,530
　建物 3,040,119 3,364,301 -324,182 国庫補助金等特別積立金 180,869,166 187,073,575 -6,204,409
　構築物 8,672,262 9,626,671 -954,409 次期繰越活動増減差額 219,235,887 208,225,024 11,010,863
　車輌運搬具 1,122,345 1,403,772 -281,427 （うち当期活動増減差額） 11,010,863 2,219,187 8,791,676
　器具及び備品 2,631,261 3,585,338 -954,077
　ソフトウェア 369,000 1,341,000 -972,000
　投資有価証券 10,000 10,000 0
　退職給付引当資産 15,881,164 14,636,568 1,244,596
　長期前払費用 104,274 100,710 3,564
　保険積立金 7,587,365 6,977,960 609,405 純資産の部合計 400,105,053 395,298,599 4,806,454
資産の部合計 835,089,902 892,178,064 -57,088,162 負債及び純資産の部合計 835,089,902 892,178,064 -57,088,162

法人単位貸借対照表

令和2年3月31日現在

資産の部 負債の部

純資産の部

1







役員等報酬および費用弁償規程 

 

 

（目 的） 

第 1条 この規程は、社会福祉法人緑生会（以下「法人」という。）の役員、評議員および評

議員選任・解任委員（以下「役員等」という。）の報酬および費用弁償に関する事項

を定める。 

 

（報 酬） 

第２条 法人の役員等に対する報酬の額は別表１とする。ただし、役員等が職員である場合

は、これを支給しない。 

(1) 理事の報酬総額          年額 金 20,000,000円 

(2) 監事の報酬総額          年額 金 0円 

(3) 評議員の報酬総額         年額 金 1,000,000円 

(4) 評議員選任・解任委員の報酬総額  年額 金 0円 

 

（支給日） 

第３条 役員等の報酬は、毎月 26日（支給日が銀行休業日の場合は、前営業日）に支払う。 

 

（費用弁償） 

第４条 役員等が、理事会、評議員会又は評議員選任・解任委員会に出席した場合は、日当

として金 5,000円を支払う。 

２ 役員等が、職務のため出張した場合は、その出張について費用弁償として旅費規程

に基づき、旅費を支給する。 

 

（改 定） 

第 5条 この規程の改正については、評議員会の議決を要する。 

 

 

附 則 

1 この規程は、平成 26年 05月 20日から施行する。 

2 この規程は、平成 28年 04月 01日から施行する。 

3 この規程は、平成 28年 07月 05日から施行する。 

4    この規程は、平成 29年 04月 01日から施行する。 

5   この規程は、平成 29年 06月 13日から施行する。 

 

 

 



別表 １ 

 

区 分 報酬の額 

理事 
常勤 月額 600,000円 

上記の他、法人・施設業務のための出勤 日額  10,000円 

評議員 法人・施設業務のための出勤 日額  10,000円 

 





社会福祉法人緑生会 定款 

 

 

   第一章 総則  

   

（目的）  

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利用者の意向

を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持し

つつ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することを目的として、次

の社会福祉事業を行う。  

(１)第一種社会福祉事業  

（イ）特別養護老人ホーム（野菊）の経営 

(２)第二種社会福祉事業 

（イ）老人デイサービス事業（野菊）の経営 

（ロ）老人短期入所事業（野菊）の経営 

 

 (名称)  

第二条 この法人は、社会福祉法人緑生会という。  

   

（経営の原則等）  

第三条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適

正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの質

の向上並びに事業経営の透明性の確保を図り、もって地域福祉の推進に努めるものとする。  

   

(事務所の所在地)  

第四条 この法人の事務所を北海道岩見沢市二条東十五丁目２番地２に置く。  

 

第二章 評議員 

  

(評議員の定数)  

第五条 この法人に評議員７名以上９名以内を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 

第六条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議員選任・解

任委員会において行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は、監事１名、事務局員１名、外部委員１名の合計３名で構成する。 

３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は、理事会が行う。評議員選任・解任委員会の運営につい

ての細則は、理事会において定める。 



４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として適任及び不適任と

判断した理由を委員に説明しなければならない。 

５ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただ

し、外部委員が出席し、かつ、外部委員が賛成することを要する。 

 

（評議員の任期） 

第七条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評

議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の

任期の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した

後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

 

（評議員の報酬等） 

第八条 評議員に対して、各年度の総額が 1,000,000 円を超えない範囲で、評議員会において別

に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給することができる。 

 

   第三章 評議員会 

 

（構成） 

第九条 評議員会は、全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第一〇条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(１)理事及び監事の選任又は解任 

(２)理事及び監事の報酬等の額 

(３)理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準 

(４)計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認 

(５)定款の変更 

(６)残余財産の処分 

(７)基本財産の処分 

(８)社会福祉充実計画の承認 

(９)その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（開催） 

第一一条 評議員会は、定時評議員会として毎会計年度終了後３ヶ月以内に１回開催するほか、

必要がある場合に開催する。 

 

 



（招集） 

第一二条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長が招

集する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員会の

招集を請求することができる。 

 

（決議） 

第一三条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く

評議員の３分の２以上にあたる多数をもって行わなければならない。 

(１)監事の解任 

(２)定款の変更 

(３)その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行わな

ければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第一五条に定める定数を上回る場合には、

過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任するこ

ととする。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、評議員（当該事項について議決に加わることができ

るものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、評議員会の

決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第一四条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人２名が前項の議事録に記

名押印する。 

 

   第四章 役員及び職員 

 

（役員の定数） 

第一五条 この法人には、次の役員を置く。 

(１)理事 ６名以上８名以内 

(２)監事 ２名 

２ 理事のうち１名を理事長とする。 

３ 理事長以外の理事のうち、１名を業務執行理事とする。 

 

（役員の選任） 

第一六条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 



（理事の職務及び権限） 

第一七条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行し、

業務執行理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長及び業務執行理事は、毎会計年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執

行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第一八条 監事は、理事の職務の執行を監督し、法令で定めるところにより、監査報告を作成す

る。 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産の状

況の調査をすることができる。 

 

（役員の任期） 

第一九条 理事又は監事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

３ 理事又は監事は、第一五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有

する。 

 

（役員の解任） 

第二〇条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任する

ことができる。 

(１)職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(２)心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

 

（役員の報酬等） 

第二一条 理事又は監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会にお

いて別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給することができる。 

 

（職員） 

第二二条 この法人に、職員を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下「施設長等」という。）は、理事会に

おいて選任及び解任する。 

３ 施設長等以外の職員は理事長が任免する。 

  



   第五章 理事会 

 

（構成） 

第二三条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第二四条 理事会は、次の職務を行う。ただし、日常の業務として理事会が定めるものについて

は理事長が専決し、これを理事会に報告する。 

(１)この法人の業務執行の決定 

(２)理事の職務の執行の監督 

(３)理事長及び業務執行理事の選定及び解職 

 

（招集） 

第二五条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 

（決議） 

第二六条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出

席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）

の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案に異議を述べ

たときを除く。）は、理事会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第二七条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

   第六章 資産及び会計 

 

（資産の区分）  

第二八条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、その他財産及び公益事業用財産の３種と

する。  

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。  

(１)現金 10,000,000 円 

(２)北海道岩見沢市二条東十五丁目２番２所在の鉄筋コンクリート造陸屋根４階建野菊 一

棟（6,370.01㎡） 

３ その他財産は、基本財産及び公益事業用財産以外の財産とする。  

４ 公益事業用財産は、第三六条に掲げる公益を目的とする事業の用に供する財産とする。 

５ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第２項に掲げるため、必要な手続をとら



なければならない。 

 

（基本財産の処分） 

第二九条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事会及び評議員会の承認を

得て、岩見沢市長の承認を得なければならない。ただし、次の各号に掲げる場合には、岩見沢

市長の承認は必要としない。 

(１)独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合 

(２)独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付が行う施

設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を担保とする当該施設整備の

ための資金に対する融資をいう。以下同じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対し

て基本財産を担保に供する場合（協調融資に係る担保に限る。） 

 

（資産の管理） 

第三〇条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。 

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実な有価

証券に換えて、保管する。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第三一条 この法人の事業計画書及び収支予算書については、毎会計年度開始の日の前日までに、

理事長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も同様とする。 

２ 前項の書類については、事務所に当該会計年度が終了するまでの間備え置き、一般の閲覧に

供するものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第三二条 この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事長が次の書類を作

成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

(１)事業報告 

(２)事業報告の附属明細書 

(３)貸借対照表 

(４)収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

(５)貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細書 

(６)財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類については、定

時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については、

承認を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供するとともに、

定款を事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(１)監査報告 

(２)理事及び監事並びに評議員の名簿 



(３)理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(４)事業の概要等を記載した書類 

 

（会計年度） 

第三三条 この法人の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって終わる。 

 

（会計処理の基準） 

第三四条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、理事会に

おいて定める経理規程により処理する。 

 

（臨機の措置） 

第三五条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務を負担し、又は権利の放棄をしようとす

るときは、理事総数の３分の２以上の同意がなければならない。 

 

   第七章 公益を目的とする事業 

 

（種別） 

第三六条 この法人は、社会福祉法第二六条の規定により、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、

自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することなどを目的として、次の

事業を行う。 

(１)居宅介護支援事業 

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の３分の２以上の同意を得なければな

らない。 

 

   第八章 解散 

 

（解散） 

第三七条 この法人は、社会福祉法第四六条第一項第一号及び第三号から第六号までの解散事由

により解散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第三八条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、評議員会の決

議を得て、社会福祉法人のうちから選出されたものに帰属する。 

 

   第九章 定款の変更 

 

（定款の変更） 

第三九条 この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を得て、岩見沢市長の認可（社

会福祉法第四五条の三六第二項に規定する厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）を受



けなければならない。 

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を岩見沢

市長に届け出なければならない。 

 

   第一〇章 公告の方法その他 

 

（公告の方法） 

第四〇条 この法人の公告は、社会福祉法人緑生会の掲示場に掲示するとともに、官報、新聞又

は電子公告に掲載して行う。 

 

（施行細則） 

第四一条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。 

 

附 則 

この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。ただし、この法人の成立後遅滞なく、この

定款に基づき、役員の選任を行うものとする。 

   

理事長    菊井 利孝 

理 事   野宮 浩平 

  〃   小片 基 

  〃    須藤 節子 

  〃    遠藤 英雄 

  〃    川村 日出晴 

監 事   岩間 宏行  

  〃    木村 伸男 

 

（施行期日） 

平成１７年 ８月 １日 施行 

平成１８年１１月 ９日 変更 

平成１９年 ４月１３日 変更 

平成２５年 ７月１０日 変更 

平成２６年 ６月 ４日 変更 

平成２８年 ４月 １日 施行 

平成２９年 ４月 １日 施行 


